
本市が設置する公の施設を対象としますが、以下については対象外とします。

（１）法律等で基準額などの定めがある使用料

市営住宅使用料、保育料、介護保険制度に係る料金など

（２）企業会計の使用料

（３）実費負担と同様の位置づけとしている使用料

宿泊料、一時保育料、斎場使用料など

（４）利用料金制を導入している施設の使用料

（５）駐車場や備品の使用料

（６）新潟市財産条例第２条の規定による行政財産使用料

本市が設置する公の施設を対象としますが、以下については対象外とします。

（１）法律等で基準額などの定めがある使用料

市営住宅使用料、保育料、介護保険制度に係る料金など

（２）企業会計の使用料

（３）実費負担と同様の位置づけとしている使用料

宿泊料、一時保育料、斎場使用料など

（４）利用料金制を導入している施設の使用料

（５）駐車場や備品の使用料

（６）新潟市財産条例第２条の規定による行政財産使用料

○ 公の施設の利用者は、その施設によるサービスの受益者ですが、利用しない方との公平性の観点から、受益者がサービスの費用を

負担すべきとするのが受益者負担の原則です。

○ 多くの政令指定都市において、公の施設の使用料に係る全市的な基準や方針が策定済である一方、本市では統一的な基準がありま

せんでした。

○ 令和４年３月に改定した「新潟市財産経営推進計画」において、経営改善に向けた取組の基本的考え方に受益者負担の適正化を

位置付け。

⇒全市的な基準として「公の施設に係る受益者負担の設定基準」を策定します。

○ 公の施設の利用者は、その施設によるサービスの受益者ですが、利用しない方との公平性の観点から、受益者がサービスの費用を

負担すべきとするのが受益者負担の原則です。

○ 多くの政令指定都市において、公の施設の使用料に係る全市的な基準や方針が策定済である一方、本市では統一的な基準がありま

せんでした。

○ 令和４年３月に改定した「新潟市財産経営推進計画」において、経営改善に向けた取組の基本的考え方に受益者負担の適正化を

位置付け。

⇒全市的な基準として「公の施設に係る受益者負担の設定基準」を策定します。

【概要版】公の施設に係る受益者負担の設定基準

1 基本的な考え方

2 基準の対象外とする使用料
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○ 施設の管理運営費に対し、受益者である施設の利用者に負担を求める割合と、税による公費負担とする割合を施設種別ごとに設定し、

受益者負担の適正化を図ります。

○ 財産経営推進計画を踏まえた使用料を設定します。 ⇒ 令和13年度までに10％の運営経費削減

（財産経営推進計画公共施設マネジメント編による削減数値目標）

○ 施設の管理運営費に対し、受益者である施設の利用者に負担を求める割合と、税による公費負担とする割合を施設種別ごとに設定し、

受益者負担の適正化を図ります。

○ 財産経営推進計画を踏まえた使用料を設定します。 ⇒ 令和13年度までに10％の運営経費削減

（財産経営推進計画公共施設マネジメント編による削減数値目標）

3 受益者負担適正化の考え方

【イメージ図（受益者負担割合50％の場合）】

施設の管理運営費用

サービスの提供に係る全てのコスト

施設の取得及び建設に係る費用

受益者負担の範囲
（改定後使用料）

税による公費負担の範囲

財産経営推進計画に掲げている削減数値目標
「10％の運営経費削減」を考慮

使用料の算定に用いる施設の管理運営費用

現行の受益者負担

現行の受益者負担

受益者負担の対象外

受益者負担の適正化を図る部分

受益者負担の対象

－ 2 －



5 施設種別ごとの受益者負担割合の設定

4 受益者負担区分

区分 施設の性格 採算性

Ａ
 採算性が低く、施設の使用料等で管理運営費を賄うことが
 期待できない種別の施設

Ｂ  Ａ及びＣに該当しない種別の施設

Ｃ
 採算性が高く、施設の使用料等で管理運営費を賄うことが
 期待できる種別の施設

区分 施設の性格 公的必要性

ア  市民が日常生活を営む上で、必要かつ公共性が高い施設

イ  一定の公共性のもと、特定の受益者の利便を図る施設

ウ
 市民が日常生活を便利で快適なものにする等の目的で
 選択的に利用し、特定の受益者の利便を図る施設

公的必要性による区分 採算性による区分

高

低

高

低

公
的
必
要
性

高低 採算性

低

高

Ａ Ｂ Ｃ

０グループ
受益者負担割合0％ ・ 公費負担割合100％

子育て支援施設：0%
保健福祉施設　：0%

Ⅰグループ
受益者負担割合10％ ・ 公費負担割合90％

　　　　コミュニティ系施設　　　： 6%
　　　　高齢福祉施設　　　　　　： 5%
　　　　その他公共用施設(青少年)：28%

Ⅳグループ
受益者負担割合25％ ・ 公費負担割合75％

Ⅴグループ
受益者負担割合50％ ・ 公費負担割合 50％

Ⅵグループ
受益者負担割合75％ ・ 公費負担割合 25％

レクリエーション施設(環境・産業学習)：6%
博物館・資料館　　　　　　　　　　　：7%

ホール施設　：41%
美術館　　　：35%
スポーツ施設：21%

Ⅶグループ
受益者負担割合50％ ・ 公費負担割合 50％

Ⅷグループ
受益者負担割合75％ ・ 公費負担割合25％

Ⅸグループ
受益者負担割合100％ ・ 公費負担割合0％

レクリエーション施設：26%
保養施設　　　　　　：31%

ホール施設(展示ホール)　　　　：126%
レクリエーション施設(民間類似)： 83%

ウ

イ

ア Ⅱグループ
受益者負担割合25％ ・ 公費負担割合75％

Ⅲグループ
受益者負担割合50％ ・ 公費負担割合50％

注：施設種別は、新潟市財産白書の中分類。その右側に表示した割合は、令和4年度決算における受益者負担割合。
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（１）受益者負担の対象とする費用

施設の管理運営費（人件費、光熱水費、消耗品費、修繕料、清掃・保守等の委託料など）

（２）受益者負担の対象外とする費用

施設の取得及び建設に係る費用（用地取得費、施設建設費、土地建物賃借料、公債費、大規模修繕費など）

（１）受益者負担の対象とする費用

施設の管理運営費（人件費、光熱水費、消耗品費、修繕料、清掃・保守等の委託料など）

（２）受益者負担の対象外とする費用

施設の取得及び建設に係る費用（用地取得費、施設建設費、土地建物賃借料、公債費、大規模修繕費など）

6 受益者負担を求める費用

（１）算定式 改定後の使用料は、原則として施設ごとに次の式により算定します。

当面の間、当該施設の利用率がその施設種別の平均利用率を下回る場合は、次の算定式により補正します。

（２）改定時期 原則として、概ね４年ごとに見直します。

（３）激変緩和 施設利用者の負担増を最大限緩和するため、改定前使用料の1.3倍を上限とします。

（４）使用料の据置 改定後と改定前の(年間)施設使用料を比較して、増減率が10％未満の場合は、改定しません。

（５）無料とする場合 改定後使用料収入が使用料徴収コストを下回る場合、原則として無料とします。

（１）算定式 改定後の使用料は、原則として施設ごとに次の式により算定します。

当面の間、当該施設の利用率がその施設種別の平均利用率を下回る場合は、次の算定式により補正します。

（２）改定時期 原則として、概ね４年ごとに見直します。

（３）激変緩和 施設利用者の負担増を最大限緩和するため、改定前使用料の1.3倍を上限とします。

（４）使用料の据置 改定後と改定前の(年間)施設使用料を比較して、増減率が10％未満の場合は、改定しません。

（５）無料とする場合 改定後使用料収入が使用料徴収コストを下回る場合、原則として無料とします。

7 使用料改定時の取り扱い

改定後(年間)使用料 ＝ 施設の管理運営費決算額 × 0.9 × 受益者負担割合

改定後使用料単価 ＝ 改定後(年間)使用料 ÷ 年間利用実績(減免分を含む)

補正後年間利用実績 ＝ 年間利用実績 × 施設種別の平均利用率 ÷ 当該施設利用率

（１）政策的な普及啓発などを図る必要がある場合は、この基準によらない使用料設定を妨げるものではありません。

（２）市外類似施設と競合関係にあり、料金水準が施設利用の選択に係る意思決定に大きく影響すると考えられる場合は、この基準に

よらない使用料設定を妨げるものではありません。

（１）政策的な普及啓発などを図る必要がある場合は、この基準によらない使用料設定を妨げるものではありません。

（２）市外類似施設と競合関係にあり、料金水準が施設利用の選択に係る意思決定に大きく影響すると考えられる場合は、この基準に

よらない使用料設定を妨げるものではありません。

8 その他
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「
公
の
施
設
に
係
る
受
益
者
負
担
の
設
定
基
準
」

●
現
在
の
新
潟
市
の
施
設
使
用
料
は
、
合
併
前
の
料
金
を
引
き
継
い
だ
も
の
や
、
類
似
施
設
と
の

比
較
等
に
よ
り
個
別
に
設
定
し
た
も
の
が
多
く
、
統
一
的
な
基
準
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

●
一
方
、
近
年
、
多
く
の
政
令
市
で
公
の
施
設
の
使
用
料
に
係
る
全
市
的
な
基
準
や
方
針
が
策
定
さ
れ
、

そ
の
基
準
に
沿
っ
て
使
用
料
の
見
直
し
な
ど
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

●
新
潟
市
は
、
令
和
4年
3月
に
改
定
し
た
「
財
産
経
営
推
進
計
画
」
で
経
営
改
善
に
向
け
た
取
組
の

基
本
的
考
え
方
に
受
益
者
負
担
の
適
正
化
を
位
置
づ
け
て
い
ま
す
。

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（
R6.2月

）
を
経
て
、
全
市
的
な
基
準
と
な
る

「
公
の
施
設
に
係
る
受
益
者
負
担
の
設
定
基
準
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
下
記
の
Ｕ
Ｒ
Ｌ

も
し
く
は
二
次
元
バ
ー
コ
ー
ド
か
ら
ア
ク
セ
ス
）

を
ご
覧
く
だ
さ
い

【
問
い
合
わ
せ
先
】

担
当

新
潟
市
財
務
部
財
務
課

所
在

951-8550
新
潟
市
中
央
区
学
校
町
通
1-602-1

電
話

025-226-2201

今
後
、
こ
の
基
準
に
基
づ
き
、
施
設
ご
と
を
基
本
に
使
用
料
の
見
直
し
を
進
め
ま
す
。

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
方
（
施
設
利
用
者
）
を

「
受
益
者
」
と
言
い
ま
す
。

公
の
施
設
で
は
、
施
設
を
利
用
す
る
方
と
利
用
し
な
い

方
と
の
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
施
設
を
利
用
す
る
方
に

適
切
な
金
額
を
使
用
料
と
し
て
負
担
（
受
益
者
負
担
）

し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

施
設
ご
と
の
「
管
理
運
営
費
」
に
対
す
る

「
収
入
」
か
ら
算
出
し
た
現
状
の
受
益
者
負
担
割
合
が
、

基
準
に
定
め
る
割
合
よ
り
も
高
け
れ
ば
使
用
料
を
下
げ
、

低
け
れ
ば
使
用
料
を
上
げ
る
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

施
設
ご
と
を
基
本
に
算
出
し
ま
す
。

使
用
料
の
見
直
し
内
容
は
施
設
ご
と
に
異
な
り
ま
す
。

使
用
料
が
上
が
る
こ
と
に
な
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、

施
設
利
用
者
の
負
担
増
を
最
大
限
緩
和
す
る
た
め
、

改
定
前
の
1.3倍

を
上
限
と
し
ま
す
。

策
定

用
地
取
得
費
や
建
設
費
な
ど
の

費
用
は
「
管
理
運
営
費
」
に
は

含
ま
ず
、
公
費
負
担
と
し
て
い
る
よ

https://w
w
w
.city.niigata.lg.jp/shisei/zaisan/zaikeisuishin/

zaim
u_juekisyahutan.htm

l

算
出
の
結
果
、
改
定
幅
が
小
さ
い
場
合
は
、

使
用
料
を
据
え
置
く
こ
と
と
し
て
い
る
よ

－
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